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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
従来,我やぎ国の財政制度の研究においては,地域福祉サービスの財政分析は,最も,複雑で,総合的な
把握が困難な対象領域であって,基礎的な資料も乏しく,国家予算の分析によって,その概括を行う研究
が中心であった｡
これに対して著者は,政府の福祉計画の全体像を踏まえつつ,最近の市町村中心の地域福祉サービス供
給と享受の実態を,地域レベルの資料にまで立ち入って収集し,それらを従来の地方財政統計などと照合
しながら,高齢者の福祉ニーズの拡大,それに対応した福祉サービス供給システムの整備の実状,かかる
システムを支える財源問題にまで,立ち入って総合的な分析と評価を行った｡これは著者が長年に亘って
地域の福祉サービスの実態調査を行ってきた成果の反映であり,着実な研究の成果として評価することが
できる｡
本書の基本的な特徴と独自の貢献は以下の通りである｡
第1に,従来の地方財政論におけるナショナル ･ミニマムの概念を,高齢者福祉の実態に合わせて積極
的に発展させ,北欧やドイツの成果を念頭におきながら,地域ケア･ミニマムの概念を確立し,これを行
財政分析の基本に位置づけたことである｡ かかる概念が提起し得た背景には,戦後の日本社会における産
業の発展と人口移動,都市的な生活様式や,核家族化などの進展があり,新たな地域福祉へのニーズが生
まれつつあるが,著者は,これらのニーズを在宅福祉サービスに焦点を合わせることによって実証的に解
明し,その専門性やボランティア,家族などとの関係を総合的に把握することに成功しており,ケア ･ミ
ニマムの合理的な計算や評価の基礎理論を確立したことは,高く評価しうるであろう｡第2に,著者は,
高齢者保険福祉サービスの特質と,それに対応した福祉サービス供給システムを考察するにあたって,
個々のクライアントの多様性に対応した,多様な福祉サービス供給主体の可能性を踏まえている｡ そして,
その一方で,福祉サービスを安定的に供給するにあたって,福祉財源における公的な責任の重要性に着目
した｡
そして,両者の意義を,その歴史的な経過と日本や世界における実績との比較研究を通じて解明し,福
祉サービス供給システムの多様性 ･多元性と,公的な財政支出を伴う公的責任を両立しうる福祉サービス
供給システムを研究し,地域ケア-の国庫負担金制度の確立と介護保険制度における半額国庫負担制度な
どによって,財源問題を含めた高齢者福祉の展望を凝示した｡
従来,日本における福祉サービスをめぐる論争は,多様性を強調する論者は,公的責任には配慮が少な
く,逆に,公的責任を強調する論者は,多様性を否定しがちであったことを考慮すれば,著者の独自性は
大きな意義をもっており,今後の福祉財政研究に対して共通の基礎となるべき貢献を行ったと評価しうる｡
第3に,著者は,1980年代の高齢者福祉政策と,1990年代の,それとの間に,ニーズの認識や供給シス
テムにおける基本的な相違があり,旧来の日本の福祉がややもすれば後見主義的な財政施策によって支配
きれてきたのに対して,高齢者の人権や福祉関係者の待遇に配慮した合理的な福祉政策の萌芽が生まれつ
つある現実を明らかにし,その一方で,分権化政策が,権限と財源のギャップを拡大しつつある現状や,
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民間委託制度が日本的な下請け契約に類似の関係を生み出しつつあることを明らかにしている｡
日本社会における福祉サービス ステムにおける,一定の近代性の発展と,従来の財政制度のズレ,
あるいは,委託制度の日本的経済関係-の包摂の現状とを財政制度の整備の側面から積極的に解決しよう
としたとき,新たな視点からの国庫負担金制度が地方分権制度と共存しうるとの主張は,著者の分析を踏
まえれば十分に説得的であり,地方分権化とともに,国庫負担金は一般財源化しうるとの,従来の通説は
事実によって反論されている｡この点もまた,本論文の優れた貢献であろう｡
同時に,本論文は,複雑で,多岐に亘る高齢者福祉サービスの財政問題を論じるにあたって,主として
地域ケアの実態に焦点を合わせているので,今後の展開の方向として,いくつかの論点を指摘することが
できる｡ 最も基本的な論点は,租税による高齢者福祉サービス供給システムを基本とするスエーヂンなど,
北欧型のシステムを,どのように評価し,今後の福祉充実の展望につなげるかという問題がある｡とくに,
著者が取り上げている日本の介護保険制度が,自己負担の多い割にはサービス給付の水準は向上しないの
ではないか,との指摘もあり,社会保険制度を介護に適用する場合の財源問題は,より憤重な吟味を要す
る可能性がある｡また,市町村の福祉行政に対する権限と財源問題のギャップは著者の指摘する通りであ
るが,これからの高齢者福祉への多様なニーズを考慮すれば,多様なオプションに対応しうる行政の体制
の整備もまた,公的な責任において実行しうる権限と体制が必要であり,財源問題と並行して,行政責任
論もまた分権化の過程で問題になりうると考えられる｡
しかしながら,これらの課題は,著者が操起し,地道で,克明な実証によって示した,1980年代と,90
年代の地域福祉財政の比較研究の成果を何ら損うものではなく,地域ケア･ミニマムや,選択制度と公的
責任制度との関係論など,福祉財政研究に対して貴重な貢献を行ったものと評価しうる｡
よって,本論文は,博士 (経済学)の学位論文として価値あるものと認める｡
なお,平成9年1月17日,学位論文とそれに関連した試問を行った結果,合格と認めた｡
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